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○宮古島市資源リサイクルセンター条例施行規則 

平成17年10月１日 

規則第123号 

改正 平成19年６月１日規則第28号 

平成24年３月30日規則第14―２号 

平成25年６月25日規則第30号 

平成28年９月30日規則第44号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、宮古島市資源リサイクルセンターの設置及び管理に関す

る条例（平成17年宮古島市条例第137号。以下「条例」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理者の公募） 

第２条 市長は、条例第５条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」とい

う。）を指定しようとするときは、特別の事情があると認める場合を除き、

公募するものとする。 

（管理運営） 

第３条 宮古島市が直接管理運営する場合は、別に管理運営規程を定める。 

２ 市長は、管理に係る作業を団体（法人）に委託することができる。 

（平19規則28・追加） 

（手数料及び販売価格） 

第４条 直接管理運営における手数料及び販売価格については、条例第18条に

基づく手数料及び販売価格の範囲内において、当該規則で定める別表のとお

りとする。ただし、消費税については、別途計上するものとする。 

２ さとうきび生産ほ場に施肥する農家については、前項に定める別表の普通

堆肥、運搬料、散布料についてその価格の50％以内の減額措置を行うことが

できる。 

３ 減額率は、毎年度市長が別に定める。 

４ 前項の減額措置を受けるには、宮古島市資源リサイクルセンター（以下「資

源リサイクルセンター」という。）で発行する市長が指定する減額申請書を

市長に提出しなければならない。 
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（平19規則28・追加、平25規則30・平28規則44・一部改正） 

（申請資格） 

第５条 第２条に規定する指定管理者の指定を受けるために申請をしようとす

るもの（法人以外の団体の場合はその代表者）が次の各号のいずれかに該当

する場合は、申請資格を有しないものとする。 

(1) 法律行為を行う能力を有しないもの 

(2) 破産者で復権を有しないもの 

(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項（同項を

準用する場合を含む。）の規定による本市における一般競争入札等の参加

を制限されているもの 

(4) 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「自治法」という。）第244条

の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがあるもの 

(5) 指定管理者の指定を管理の委託とみなし、自治法第92条の２、第142条

（同条を準用する場合を含む。）又は第180条の５第６項の規定に該当する

もの 

２ 前項に掲げるもののほか、条例第１条の設置及び目的に応じ必要とする資

格申請については、市長が別に定める。 

（平19規則28・旧第３条繰下・一部改正） 

（申請書等） 

第６条 条例第８条に規定する指定管理者の指定申請は、指定管理者指定申請

書（様式第１号）により行うものとする。 

２ 条例第８条第２項第２号の規則で定める書類は、次に掲げる書面とする。 

(1) 収支計画書 

(2) 法人の場合は定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

(3) 法人以外の団体の場合は代表者の身分証明書、会則及び構成員名簿 

(4) 当該団体の前事業年度の収支（損益）計算書（設立後１年未満の場合は

添付を免除する。）、賃借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類 

（平19規則28・旧第４条繰下） 

（選定結果の通知） 

第７条 条例第９条に規定する指定管理者の候補者選定結果については、様式
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第２号により行うものとする。 

（平19規則28・旧第５条繰下） 

（指定の通知） 

第８条 条例第９条に規定する指定管理者の指定通知は、様式第３号により行

うものとする。 

（平19規則28・旧第６条繰下） 

（協定の締結） 

第９条 条例第９条の規定により指定管理者の指定を受けたものは、市長と資

源リサイクルセンターの管理に関する協定を締結しなければならない。 

２ 前項の規定による協定で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 指定期間に関する事項 

(2) 事業計画に関する事項 

(3) 手数料に関する事項 

(4) 事業報告及び業務報告に関する事項 

(5) 管理費用に関する事項 

(6) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7) その他市長が別に定める事項 

（平19規則28・旧第７条繰下・一部改正） 

（事業報告及び業務の調査等） 

第10条 条例第12条の規則で定める事業報告書は、次に掲げる事項を記載した

書面とする。 

(1) 管理業務の実施状況 

(2) 利用状況並びに利用取消し等の件数及びその理由 

(3) 手数料金の収入実績 

(4) 管理経費の収支状況 

(5) その他市長が別に定める事項 

２ 市長は、資源リサイクルセンターの管理の適正化を期するため、指定管理

者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し、必要に応じて定期又は

臨時に報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができ

る。 



4/9 

（平19規則28・旧第８条繰下） 

（指定の取消し等） 

第11条 市長は、指定管理者が前条第２項の指示に従わないとき、又は指定管

理者の責めに帰すべき事由により当該管理者による管理を継続することがで

きないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の

全部又は一部の停止を命ずることができる。なお、この場合、指定管理者に

損害が生じても、市長はその賠償の責めを負わないものとする。 

２ 条例第９条第１項の規定は、指定管理者の指定の取消し又は管理の業務の

停止について準用する。 

（平19規則28・旧第９条繰下） 

（原状回復義務） 

第12条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は前条第１項の規

定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しく

は一部の停止を命ぜられたときは、資源リサイクルセンターの設備等を速や

かに原状に復さなければならない。ただし、市長の承認を得たときは、この

限りでない。 

（平19規則28・旧第10条繰下） 

（損害賠償義務） 

第13条 指定管理者は、故意又は過失により資源リサイクルセンターの設備等

を損傷し、又は滅失したときは、それにより生じた損害を市に賠償しなけれ

ばならない。ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、その全部又

は一部を免除することができる。 

（平19規則28・旧第11条繰下） 

（補則） 

第14条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（平19規則28・旧第12条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年10月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の上野村資源リサイクルセンタ

ーの設置及び管理に関する条例施行規則（平成17年上野村規則第３号）の規

定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当規定によりな

されたものとみなす。 

附 則（平成19年６月１日規則第28号） 

この規則は、平成19年６月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第14―２号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年６月25日規則第30号） 

この規則は、平成25年８月１日から施行する。 

附 則（平成28年９月30日規則第44号） 

この規則は、平成28年10月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

（平28規則44・全改） 

種別 区分 価格 備考 

施設手数料 家畜糞尿処理手数料 １t当たり 無料  

生ゴミ処理手数料 １t当たり 10,000円 事業系対象 

剪定枝等 １t当たり 7,000円 事業系対象 

3,000円 一般対象 

産業廃棄物（汚泥・動植物

性残さ）処理手数料 

１t当たり 15,000円  

販売価格 良質堆肥（バラ） １t当たり 8,500円 牛糞含有率高 

普通堆肥（バラ） １t当たり 5,000円 牛糞含有率低 

普通肥料 １t当たり 12,000円  

良質袋詰堆肥 １袋(15kg) 350円 牛糞含有率高 

普通袋詰堆肥 １袋(15kg) 250円 牛糞含有率低 

散布手数料 堆肥散布 １t当たり 1,000円  

運搬手数料 本施設から５km以内 １t当たり 500円  

５km超 １t当たり 800円  
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

 


